




































策コースの大学院生らとともに、2 度にわたって UC バークレーを訪れる機会を得た。本書の
















本書の内容は大きく 4 部に分かれる。第 1 部は「カリフォルニア大学システム」である。カ
リフォルニア大学はいずれも研究重点大学に分類される 10 のキャンパスを抱える研究大学群
を形成している。第 1 章ではその研究大学群の活動を支える財政がどのように変遷してきたの
かについて論じている。第 2 章は公衆の代表によって形成され、UC システムの最終意思決定
組織であるカリフォルニア大学理事会について論じている。 
− i −
 第 2 部以降の内容はそのほとんどがバークレー校に焦点を当てている。第 2 部は「マネジメ
ントと組織」である。第 3 章は、バークレー校のマネジメント構造について、経営企画室（OPA）









































第 1章 カリフォルニア大学の財政の変遷 
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第 3章 カリフォルニア大学バークレー校のマネジメント構造 
―組織エコロジーモデルから見た IR 機能の変遷― 
平田 光子 
 
第 4章 プロボストの位置づけと役割 
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第 6章 カリフォルニア大学バークレー校と WASC によるアクレディテーション 
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第 10 章 カリフォルニア大学バークレー校の学習支援に関わる担い手の考察 
―Student Learning Center（SLC）の取組を中心に― 
蝶 慎一 
 

















 カリフォルニア大学は 1868（明治元）年の設立である。150 年を経過した現在，カリフ







を目的とする。第 1 節では，設立から 100 年間を 4 つの時代に区分し，それぞれの時代と
大学財政の歴史を 5 年毎の収入の変遷を踏まえて俯瞰する。第 2 節では，アメリカ高等教
育の発展の段階を踏まえつつ，100 年間の変遷に見るカリフォルニア大学の財政の特質を




１．設立(1868 年)からの 100 年間 
 














州による様々な支援の積み重ねによって，設立後 10 年を経過した 1878 年に至ってようや
く，それまでの主だった資産を統合した基本財産の基金3）を持つことができるようになっ
た。加えて，篤志家による大きな個人的寄付もあり，基本財産と寄付が大学の財務を支え
る主たる財源として形を整えていった（Hammond  1967）。 
1870 年から 1900 年までのカリフォルニア大学の収入の 5 年毎の変遷を図 1-1 に示す。 
 
出典：The Centennial Record of the University of California(pp.293-294)から筆者作成 
西暦に続く括弧内の数字は，各年のカリフォルニア大学の収入総額（単位千ドル＝約 11 万円4））。 
図 1-1 カリフォルニア大学の収入の変遷 1870～1900 年 
 
基本財産が少しずつ増加し，1880 年代には基本財産からの繰り入れ収入と州その他から
の寄付金で全収入の 8 割以上をカバーできるようになった。1887 年に州議会は課税資産
















州による様々な支援の積み重ねによって，設立後 10 年を経過した 1878 年に至ってようや
く，それまでの主だった資産を統合した基本財産の基金3）を持つことができるようになっ
た。加えて，篤志家による大きな個人的寄付もあり，基本財産と寄付が大学の財務を支え
る主たる財源として形を整えていった（Hammond  1967）。 
1870 年から 1900 年までのカリフォルニア大学の収入の 5 年毎の変遷を図 -1 に示す。 
 
出典：The Centennial Record of the University of California(pp.293-294)から筆者作成 
西暦に続く括弧内の数字は，各年のカリフォルニア大学の収入総額（単位千ドル＝約 11 万円4））。 
図 -1 カリフォルニア大学の収入の変遷 1870～1900 年 
 
基本財産が少しずつ増加し，1880 年代には基本財産からの繰り入れ収入と州その他から
の寄付金で全収入の 8 割以上をカバーできるようになった。1887 年に州議会は課税資産


















付金収入が全収入に占める割合が 1900 年の 2％から徐々に上昇し，1925 年には 20％に到





 出典：図 1-1 に同じ 
西暦に続く括弧内の数字は，各年のカリフォルニア大学の収入総額（単位は百万ドル＝約 1.1 億円）。 
図 1-2 カリフォルニア大学の収入の変遷 1900-1925 年 
 






整って 1899年 10月に学長に就任し，上記の発展につながる独自の財政戦略を実行した（M. 
D. 1967）。 
 
（３）連邦政府の特別研究プロジェクトによる飛躍 (1925～1950 年)  
第 2 次世界大戦にアメリカが参戦したこの時期のカリフォルニア大学の財政の特色は，
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整って 1899年 10月に学長に就任し，上記の発展につながる独自の財政戦略を実行した（M. 
D. 1967）。 
 
（３）連邦政府の特別研究プロジェクトによる飛躍 (1925～1950 年)  
第 2 次世界大戦にアメリカが参戦したこの時期のカリフォルニア大学の財政の特色は，







出典：図 1- 1 に同じ 
西暦に続く括弧内の数字は，各年のカリフォルニア大学の収入総額（単位は百万ドル＝約 1.1 億円）。 








1930 年から 1958 年までの 28 年間に渡って学長を務めたロバート・スプロール（Robert 
G. Sproul）は財務・経理にも強く，私的なセクターからの資金による研究の増強も目指し
た。1934 年には American Council on Education が判定する優秀な学部・学科のランキ
ングで総合第 10 位になったが，1942 年にはハーバード大学に次いで第 2 位の地位を占め
るに至った（M.D. 1967)。 





（４）冷戦構造と高等教育の大衆化・民主化 (1950～1968 年) 










出典：図 1- 1 に同じ 
西暦に続く括弧内の数字は，各年のカリフォルニア大学の収入総額（単位は百万ドル＝約 1.1 億円）。 
図 1-4 カリフォルニア大学の収入の変遷 1950-1965 年 
 
1960 年代は，アメリカの高等教育が本格的に大衆化・民主化する時代でもあった。第
12 代総長クラーク・カー（Clark Kerr）は，1958 年からカリフォルニア大学の総長を務
めたが，1960 年にカリフォルニア・マスタープラン（California Master Plan）を立案，
成立させ，その後の州立の高等教育システムのモデルとなった。このクラーク・カーの考
え方に基づき，University of California(UC), California State University (CSU), 




の両者を合計すると 83％に達する。学生納付金収入の割合は 5％に過ぎない。 
 
２．カリフォルニア大学における財政の変遷 100 年の特質 
 
第 1 節で見た収入構成の長期的変遷をまとめたものが図 1-5 である。この図では縦軸は
収入の構成を比率で示している。すなわち図 1-1 から図 1-4 の縦軸はドルであったが，図
1-5 の縦軸は％である。アメリカ高等教育の発展の歴史を踏まえつつ，カリフォルニア大
学における 100 年間の財政の変遷の特質について述べる。 
  アメリカ高等教育の発展の中で 1860 年代から 1890 年代は，州立大学が数多く誕生した
時代であった。カリフォルニア大学のこの時期の財政は安定とは言い難い状況が続いた。
1887 年になって初めて州の課税収入の一定割合を常に大学へのサポートとすると州が決






出典：図 1- 1 に同じ 
西暦に続く括弧内の数字は，各年のカリフォルニア大学の収入総額（単位は百万ドル＝約 .1 億円）。 
図 1-4 カリフォルニア大学の収入の変遷 1950-1965 年 
 
1960 年代は，アメリカの高等教育が本格的に大衆化・民主化する時代でもあった。第
12 代総長クラーク・カー（Clark Kerr）は，1958 年からカリフォルニア大学の総長を務
めたが，1960 年にカリフォルニア・マスタープラン（California Master Plan）を立案，
成立させ，その後の州立の高等教育システムのモデルとなった。このクラーク・カーの考
え方に基づき，University of California(UC), California State University (CSU), 




の両者を合計すると 83％に達する。学生納付金収入の割合は 5％に過ぎない。 
 
２．カリフォルニア大学における財政の変遷 100 年の特質 
 
第 1 節で見た収入構成の長期的変遷をまとめたものが図 1-5 である。この図では縦軸は
収入の構成を比率で示している。すなわち図 -1 から図 1-4 の縦軸はドルであったが，図
1-5 の縦軸は％である。アメリカ高等教育の発展の歴史を踏まえ つ，カリフォルニア大
学における 100 年間の財政の変遷の特質について述べる。 
  アメリカ高等教育の発展の中で 1860 年代から 1890 年代は，州立大学が数多く誕生した
時代であった。カリフォルニア大学のこの時期の財政は安定とは言い難い状況が続いた。
1887 年になって初めて州の課税収入の一定割合を常に大学へのサポートとすると州が決






出典 図 1-1 に同じ 
西暦の下の括弧内の数字は，各年のカリフォルニア大学の収入総額（単位は百万ドル＝約 1.1 億円）。 
 図 1-5 カリフォルニア大学の創設後 100 年間の収入構成の変遷 
 
 1900 年から 1925 年の時代は，学生数が大幅に増加した。また，この少し前の時代から，
学術的専門分野ごとの協会や学会組織と対応する大学の学部やデパートメントが発展した。



































21 世紀の 17 年間では，病院等医療収入の高い伸びと州交付金の伸び悩みが傾向として
顕著である（図 1-6）。 
 
カリフォルニア大学 Revenue and Expense Data, 2001-2017 から筆者作成 
図 1-6 カリフォルニア大学の収入の変化 2001～2017 年 
 
収入構成の多様化が進む一方で，州からの交付金のサポートは本格的な回復が見込み難
い状況で，州からの収入が全収入に占める比率は 2001 年の 25％から 2017 年には 10％ま
で低下している。新しい時代に対応した財政が必要となりつつある。 
カリフォルニア大学が直面している新しい環境として，高等教育のグローバル化，教育






























大学、スタンフォード大学、ケンブリッジ大学、MIT に次いで第 5 位である。また、
MBA（経営学修士）についても、ファイナンシャル・タイムズグローバル MBA ランキ









4）本稿における換算レートは、1 ドル＝110 円を使用している。 
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も深刻な問題は州政府による州立大学の管理である」（ボック 2015: 38-39）とも言われる。 
さて，近年のカリフォルニア州の高等教育では，州憲法が自治を保障する旗艦州立大学
システム（the University of California，以下 UC）が，教学・経営の方針を巡り州知事
や議会と時に激しく対立し，執拗な政治的批判にさらされている（中世古 2018a，中世古
2018c）。後述（表 2-1）のように，UC 理事会（the board of regents）は知事と議会によ
って政治的に任用されたレイマンが主たる構成員（26 人中 18 人）であり，まさしく「社


































短などはかなり異なる（表 2-1）。他州の旗艦州立大学の主要な理事の任期は 5～8 年程度
だが，UC は 12 年と極めて長い。また，総長が投票権のある理事に含まれる点，役職指定
者も政治任用される者の数も多いため理事会の規模も他州の 2～3 倍と大きい点も特徴で
ある。 
UC あるいは UC 理事会が州の公益を追求していないとして，その自律性を制限すべき
であるという批判は後を絶たない。2015-16 年会期には，知事が指名し上院が承認する理
事 18 人の任期を現行の 12 年から 4 年へと大幅に短縮し，政治家が比較的短期間で理事を
更迭できるようにするための憲法改正法案が提出された 2）。同法案は廃案となったが，直














ラスな UC 批判が行われ，それがまた政治的批判を増大させている面もある。例えば 2017
年には，州監査役が誇張した UC 総長室の裏金作り疑惑が大きな問題となった（中世古 
2018c）。加えて，UC 理事の一人がセクシャル・ハラスメントと受け取られかねない発言
を行ったことが明るみになり，結局本人が問題との関連を否定しつつも自己都合で退任す






























大学 8 人 公選制 8 年 なし 



















大学 9 人 公選制 6 年 なし 












Idaho State Board of 
Education（作成年不明
a, 作成年不明 b） 
オクラホ





7 年 なし 
The Board of Regents 







る事態となった（Daily Bruin Editorial Board 2018）。 
後者の例で改めて問われた論点の一つは，州憲法に理事の解任規定がなく，理屈の上で
はどんな不適格者でも 12 年の任期満了まで理事の座を追われないことであった。そのた
め，UC 内の労働組合からは州憲法を改正して議会の 3 分の 2 以上が賛成すれば理事の罷
免できるようにするべきという要求が議会に対して行われるなど，学内外から小さからぬ






見られる」（Daily Bruin Editorial Board 2018）。「UC の自治は，理事会の自治に負う」
のであり，「州議会の議員に解任請求を許したならば，UC もカリフォルニア州も立ち直れ
ないような，収拾不可能な事態が引き起こされる」ことが懸念されている（Daily Bruin 



































ルニアの大学生の 69％が非白人であるにもかかわらず，欠員や役職指定理事を除く 13 人
の現職 UC 理事のうち白人は 8 人もおり，また女性は 5 人だけであると指摘し，「知事は
より多くの女性，アジア系・ハワイ系・太平洋諸島のアメリカ人，アフリカ系アメリカ人，
ラテンアメリカ系を UC 理事会に指名すべきである」（The Campaign for College 
Opportunity 2018: 3）と主張している。正規の手続きが取られていれば，UC 理事会の多
様性についてより広い視点から配慮が行われていたかもしれない。 












2018a: 201）。また，改憲法案が効力を発揮するには「上下各院で 3 分の 2 の賛成票を得」
たうえで「州の総選挙で投票者の過半数が賛成」しなければならず，加えて州民に是非を
問うだけでも「州の総選挙の有権者情報ガイドに追加のページを印刷するために最大で一












多の 95,654 人（前年度から約 3000 人増加）となった（Watantabe 2018a）。あるコミュ
ニティカレッジの進学カウンセラーは，この年の UC の対応は明らかに変わったと感じた
そうである（Watantabe 2018a）また，州の予算措置の拡大を求める学生たちのロビー活
動が奏功し，知事と議会は州内学生の受け入れ増加などを条件に UC 全体の 2018-19 度予
算を前年度よりも 3 億 4700 万ドルも増加させた（Watanabe 2018b）。わずかながら財政
的余裕を得た UC 理事会は，2018 年 7 月の会合で当初予定していた授業料の値上げを取
りやめ，年間の基本授業料を 60 ドル引き下げて 12,570 ドルとすることを議決した
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 第 3 章 カリフォルニア大学バークレー校の 
マネジメント構造 







 本稿は，UC バークレーの IR 機能を中心に，それに伴う組織構造の変化を解明することで，
大学のマネジメント構造の一側面に関する考察を行うものである。 
カルフォルニア大学 （UC）は，3 層構造からなるカルフォルニア州高等教育システム１のト










 アメリカの大学における IR は，1950 年代から
60 年代中頃のアメリカ高等教育の拡大期に出現
する。1955 年には，IR 組織を設置している大学は





















日本の IR 機能のニーズは，まず 2004 年に全ての高等教育機関対象の認証評価制度が導入さ
れ，2011 年「学校教育法施行規則」により，大学情報の公開が義務化された。しかし，現実を
見てみると，2014 年の日本の国・公・私立大学 552 校を対象にした「大学のインスティテュー
ショナル・リサーチ（IR）に関する調査研究」によると，「全学レベルの IR 組織はない」大学
が 69.1％と過半数を占めており，「IR 名称はないが，担当組織がある」大学は 15.4％，「IR 名称
の組織がある」大学は全体の 9.9％，となっており，IR 組織自体がまだ整っていない状況にあ
る。 






































 第二の前提は，Ashby らによる必要多様性（requisite variety）の法則である（Conant & 
Ashby 1970）。これは，「環境の多様性に抗してシステム自らを制御しようとすれば，システム
はそれ以上の多様性を有さなければならない。一言でいえば，多様性を制しうるのは多様性の















 前節にも既述したように，アメリカの大学は 1960 年代以降発展を続けてきた。その中で，
2006年から2013年はUCバークレーの経常収入内訳に大きな変化を来した期間である。図3-3




 まず，収入総額からみると，2008 年～2009 年はリーマンショックによる経済全体の低迷期





学生納付金が収入内訳のトップに躍り出ている。このように見てみると，2012 年が UC バーク
レーの財務構造の大きな転換点であり，ここでステークホールダーが行政中心から学生に大き
− 24 −
 く変化することになる。結果として，公的サポートは 2003 年時点では経常収入の 26.5％であ
ったが，2010 年には 15.2％と下がり，2012 年には 11.0％となっている（UC Berkeley Finacial 






UC バークレーでは，1990 年代以前は IR 機能はデータの収集・報告が中心であったが，1990
年代以降は，経営企画室（OPA：Office of Planning and Analysis）が IR 機能に特化した業務
を担当し，情報管理は情報担当部署（IST: Information Services and Technology）に移管した。
この段階では，主たる IR 業務は現状報告であった。 
2005 年には，アカデミック・プログラムレビューを IR 活動の一環として OPA で担当する
ことになる。アカデミック・プログラムレビューは，元々1971 年から開始されていたが，当初
は大学院を対象としたものであり，1981 年に学士課程にも導入され，1997 年に特別委員会が
設置された（福留 2011）。2002 年には，戦略的学術学術計画（Strategic Academic Plan）が
策定されている（福留 2013）。 
2010 年には，経営企画室（OPA）は
学生調査室（OSR: Office of Student 
Research）と合併するとともに，そ








する(図 3-4 参照)。 


























クホールダーとコミュニケーションがとれるように多様化した IR 機能を OPA に統合化したか
らであると考えられる。 









るからである（桑田・田尾 2012）。  
この組織の「分化と統合」の概念から見てみると，UC バークレーの IR 機能統合が，CFO（Chief 















この UC バークレーの IR
機能がトップ経営陣の下流
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英和辞典』第 2 版（研究社）によれば， 【英大学】 学長, 学寮長; 【米大学】 学務担当副
学長; 《スコットランドの》市長; 【教会】 主席司祭, 聖堂参事会長; 【カト】 教務院長, 修
道院長 (dean); 《ドイツなどの都市のプロテスタントの》大教会牧師; 《中世荘園の》荘官, 
執事，となっている。また，軍隊の“Provost Marshal”（【陸軍】 憲兵司令官, 憲兵隊長; 【海
軍】 未決監長［リーダーズ英和辞典］）も“Provost”と短縮形で呼称されることがある。
Oxford English Dictionary（Oxford University Press, 2013 年版）では，大枠の定義と






いられるようになっており，学長がいわば最高経営責任者（Chief Executive Officer; CEO）






ライナ州立のサウスカロライナ大学（University of South Carolina）コロンビア校の例を
多く引きながら，米国の大学事情を紹介している。その中に，大学管理職として，学長
（President）に次いで 2 番目であるプロボストについて以下のように説明されている。 
 

















“Chief Academic Officer (CAO)” と呼ばれることが多い。大学における職位としては，
プロボストと呼称される場合もあれば，“Vice President for Academic Affairs”といった
職名がつく場合もある。一人の人間が両方の役職を持つ場合もあれば，どちらか一方の役
職名を持つ場合もある。しかし，後者の場合であっても，双方の職務を担う場合が多い。
Maghroori and Powers（2007）は,“Vice President vs. Provost”と題する記事の中で双方
の役割を整理している。 







ら決断をしていくマネージャーや政治家といった色合いが強い（Maghroori & Powers 















なる傾向が強い（国立大学財務・経営センター  2004）。 
 
 以上をまとめると，以下の図 4-1 のようになる。 
 














































































UC バークレーの場合も，プロボストは学長（Chancellor）に次ぐ第 2 位の職位であり，
Executive Vice Chancellor and Provost (EVCP) と呼ばれる。上述のように副学長の上に
位置し，責任範囲は広く，大きく以下の 2 つの領域にまたがる 1）。 
 
(a) “Executive Vice Chancellor”として 
 学長と緊密に連携しつつ，学長のビジョンやキャンパスの優先事項の企画や実施を行














を負う。これらは，バークレーの共同統治 (shared governance) モデルに従って，（大
学単位で構成される教員組織である）評議会 (Academic Senate) との緊密な協議・協力





 EVCP をサポートする職位は以下の通りである。 
(1) Associate Executive Vice President and Provost / Chief of Staff 
(2) Vice Provost, Academic Planning 
(3) Vice Provost, Faculty 
(4) Vice Provost for Graduate Studies and Dean, Graduate Division 
(5) University Librarian & Chief Digital Scholarship Officer 
その他，Colleges, Schools, Divisions, Extension/New Academic Ventures at Berkeley
の Dean（21 名）が，EVCP の管轄下にある 2)。 
 
(4) UC システム のプロボスト 
UC システムの“Office of the President – Academic Affairs”のサイトには，“Provost 







展も，念頭に置かれている。また，“UC Office of the President Organization Chart”に
よれば，“Executive Vice President and Provost”は総長（President）の下に置かれ，他








ロボストが 1868 年の建学当初からあったのかは，ウェブサイトからははっきりしない。 
 ペンシルバニア大学（University of Pennsylvania）のウェブサイトにある“History of 







大学の“administrative head”であった 5)。 




The post of provost was created — according to Morris Bishop (A History of 
Cornell, Ithaca, New York, Cornell University Press, 1962) — because 
“President [Livingston] Farrand, overburdened with the routines of 
administration, needed an executive officer with power to decide matters on 








また，セントルイスのワシントン大学 (Washington University in St. Louis) では，1962
年にジョージ・ペイク（George E. Pake）が最初のプロボストとして任命されたが，その
際，トマス・エリオット（Thomas E. Eliot）学長はプロボストの役割を学長の「分身」(alter 





























・ 学長  — ビジョンの提示、外への働きかけ  (Outreach), ネットワーク構築 
(Networking), 募金(Fund-raising) 。つまり、最高経営責任者  (Chief Executive 
Officer) である。 
・ プロボスト — 学術団体としての質や効率性を向上させ維持する責任 (responsible for 
the quality and effectiveness of the academic enterprise)，物事を開始し必要に応じ
て変更すること (causing things to happen and change when needed)，運営の統括 
(operational oversight), 組織作り (organization), しばしば学術領域を超える責任 
(responsibilities often extend beyond the academic arena) 。つまり、最高執行責任
者 (Chief Operating Officer) である。 
 
５． プロボストの現状―The CAO Census 2009 より 
 
米国教育協議会（American Council on Education; ACE）が 2008 年に全米の CAO 
(Chief Academic Officer) に対して実態調査を実施し、その調査結果が The CAO Census 
2009 にまとめられている。1,715 名の回答から見えてきた実態は以下の通りである。 
 
・ 役職に対する満足度：非常に満足（63%）， やや満足（33%）。10 年以上経験のある
CAO は 84% が非常に満足。 
・ 人種：白人（85%），アフリカ系（6%），ヒスパニック（4%），アジア系（2%），先住
民族（1%），その他（1%） 











・ 前職：学部長（Dean）（27%），学術部門の責任者（campus executive in academic 
affairs）（23%），他大学での CAO（13%）   
・ CAO 後の役職：退職（21%），学長（20%），教員への復帰（18%） 
 
学長職（Presidency）に対する意向に関しては，学長から見た場合，初めて学長にな























































会議 基礎研究及び人材育成部会 2012）。 
 











迅速・的確な意思決定を行うガバナ ンスを実現する指針を示す（内閣府 2018）。 
 


















1) EVCP の Search Announcement 
(https://evcp.berkeley.edu/search-announcement-executive-vice-chancellor-and-pr
ovost)に、EVCP に求められる役割や経験、資質、Search Committee の委員（10 名）
などが記されている。（最終アクセス 2018 年 10 月 24 日） 
2) 本章最終ページの組織図を参照。 
3) https://www.ucop.edu/academic-affairs/（最終アクセス 2018 年 10 月 24 日） 
4) University of California / Office of the President / Office of the Chief Operating 




年 10 月 24 日） 
5) “History of Penn Provosts” 
https://provost.upenn.edu/about/vincentprice/history-of-penn-provosts（最終アクセ
ス 2018 年 10 月 24 日） 
6) “History of Cornell’s Provosts” 
http://provost.cornell.edu/about/history-of-cornells-provosts/（最終アクセス 2018
年 10 月 24 日） 
7) “Office of the Provost at Washington University” https://provost.wustl.edu/about/（最
終アクセス 2018 年 10 月 24 日） 
8) 本節の内容は、UC システムの Provost を務めた Judson King 教授に提供していただい
た講義資料に基づいている（東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策コース 2013
年度冬学期集中講義「比較大学経営論」における UC バークレー訪問時の講義 2014
年 1 月 6 日〜8 日）。 
9) The CAO Census を財政的に支援した TIAA-CREF Institute では、2009 年 2 月に
Census を補完するものとして、Chief Academic Officers and the Future Leadership 
of American Higher Education と題するレポートを発表し、そこで、Census に関す
る４名の現職 Provost の考察を紹介している。ローデン氏はその一人である。 




成 26］年法律第 31 号）の施行に伴い、会議の名称が「総合科学技術・イノベーショ
ン会議」に変更された。（総合科学技術・イノベーション会議のウェブサイトより 
www8.cao.go.jp（最終アクセス 2018 年 10 月 24 日） 
11) 国立大学法人京都大学「プロボストに関する規程」(平成 29 年 9 月 26 日総長裁定) 
http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/about/organization/other/revision/documents/h29/sou1
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教育支援審議会（Council for Aid to Education: CAE）が毎年発表している「教育への寄付支
援調査（Voluntary Support of Education Survey）」（図 5-1）によると、2017 年度に高等教育
機関向けに行われた寄付総額は前年度比 6.3%増(インフレ率を換算すると 3.7％増)の 436 億ド
ルであった。構成比は、約 30%が財団、約 26%が卒業生、約 18%が卒業生以外の個人、約 15%













１．ＵＣバークレー同窓会 The Cal Alumni Association (CAA) ―その概要と歴史 
UC バークレーの卒業生は現在約 47 万 3000 人。うち約 10 万人が会費納入の同窓会会員で
ある。州立大学ということもあるが、現在そのうち 80％弱が州内に居住している。また 90 を
超える支部が世界 35 か国に置かれている 1)。2017 年の支部会員数は約 2 万 2000 人。民族、
宗教、ジェンダー関連、と多様性ある支部を持つことが CAA の個性である。CAA の理事会は
21 名の卒業生から構成されており、その下で事務局(6 名の卒業生リーダーと 70 名のスタッフ)
が動いている。イベント時は学生を含めて 100 名の体制になるという。尚、UC には全キャン
パスの同窓会“Alumni Associations of the University of California” (AAUC)も存在する。
AAUC の会長、副会長は、卒業生の立場から UC 理事会のボードメンバーとして参画する。 
同窓会の誕生は、UC バークレーに最初の卒業生が生まれた 1872 年であった。創立時の同窓
会の目的は“the promotion of good fellowship and kindly feeling among its members, and 
the fostering of liberal and scientific culture on the Pacific Coast“とあり、「同窓の親睦を深め、
太平洋側に自由で科学的な文化を育てる」とされた。 
 20 世紀に入ると卒業生の増加に伴い、組織の継続性が懸案となってくる。1904 年、同窓会
は会費の徴収を開始し、1909 年には会員誌“California Alumni Weekly”(現在の“CAL 
magazine”）の出版を始めた。1912 に年に名簿整備を完了させ、カリフォルニアから散らばっ
た卒業生たちを把握するとともに、各地に支部を次々設置した。1917 年、“Cal Alumni 
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Association” (CAA)という名称に変更し、現在とほぼ変わらない組織が出来上がると、その




CAA がこの使命の具体化に際して掲げているのは下記の 3 つの行動指針である。 
１ “Participating and volunteering in university and alumni activities”  
  （大学や卒業生の活動に参加し、ボランティア活動をする） 
２ “Acting as ambassadors and advocates on behalf of the university” 
  （大学に代わって外交官や提唱者として行動する） 





























の収入は約 1,700 万ドルである。米国同窓会の大半がそうであるように CAA もメインは会費





























2017 年度の支出に関しては、運営費に約 17％他、会員増加のための開発費であり、約 8 割










名称 対象及び条件 支給額 





2,000 ドルを 1 年限り支給 







6, 000 ドルとLaptop を 4 年
間支給 3)  







6,000 ドルを 4 年間支給。 
必要に応じたスタディサポ
ート 




750 ドル～3,000 ドルを 1 回
限り平均 4 名の女性 
The Cal Pride4) Scholarship 
 




（２）“University Development and Alumni Relations” (UDAR) 



















企画している。2016 年の入学サポートは、29 の都市で 1588 人の卒業生を動員し、インタビュ






３．“Vision Statement of CAA’s 2018 – 2022”  
















として、その目標金額を掲げているところも少なくない。CAA は 5 年ごとに新しい“Vision”
を打ち出しており、 2018 年からのプランにおいては下記の言葉を中核に据えている。   
“All Cal alumni worldwide are connected and actively engaged with UC Berkeley for life.” 
（世界中全ての UC バークレー卒業生が、母校と生涯に亘り繋がり、積極的に関わること） 





 この方向性に沿って、それを実現すべく立案されたのが表 5-2 に示す“Core Strategies”で
ある。 
表 5-2  CAA の“Core Strategies” 
1 同窓会活動において、高収入を生むものから優先順位付けをする 













ャやデータへのアクセスは制限されているため、これは CAA の独自調査となる。 
親睦団体から支援団体へと姿を変えていった同窓会の次なる展開は、卒業生の情報管理をキ









米国では同窓会における全国団体がある。教育開発支援協会（The Council for Advancement 
and Support of Education=CASE）といわれるもので、1974 年に全米校友会協会（American 
Alumni Council=AAC）と全米大学広報協会（the American College Public Relations Association）




























 今回、事例とした CAA のミッション遂行にあたっては“Acting as ambassadors and 







2） 現在は“welfare”を削除し“to advance and promote the interests of the University of 
California”としている。 
3） 他大学からの編入学生は 2 年間。 
4） LGBT の同窓会。 








Pollack, S. (2012). “What, Exactly, is Business Development?”
https://www.forbes.com/sites/scottpollack/2012/03/21/what-exactly-is-business-developme
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書類の準備，2013年 8月 23日 WASCへの関係書類提出，2013年 10月 31日オフサイト･レビュ

























































































３．バークレー校の自己点検評価報告書 （Institutional Self-Study for Accreditation） 
 





































































































表 6-1 バークレー校と大学１・大学２・大学３の6年卒業率 
 














グループ バークレー校 大学１ 大学２ 大学３
全般 91% 91% 93% 90%
アフリカ系 74% 78% 84% 78%
ネイティヴアメリカン 83% 89% 100% 83%
アジア 94% 93% 96% 91%
メキシコ・ラテン 82% 86% 93% 85%
白人 91% 90% 95% 91%
留学生 83% 90% 85% 87%
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 略的学術計画（Strategic Academic Plan）におけるAPR改善の中で，学士課程学生の学習成果
を重視する方針が決定された（Strategic Planning Committee 2002）。 
 こうした経緯を経て，2006年からアセスメントが開始された。UCバークレーでは，その機能
























































































 本稿では，「三つの方針と PDCA サイクル」という学習成果に基づく内部質保証サイクルを
実質化するためのヒントを，UC バークレーの「アセスメント・サイクル」という取組に求め，
考察してきた。 
























1) Andrew Szeri（Professor of Mechanical Engineering/ Former Vice Provost, Strategic 
Academic and Facilities Planning/ Operational Excellence Program Faculty Head, 






Yukiko Watanabe（Senior Consultant, Center for Teaching and Learning, University of 
California, Berkeley）＜2016 年 7 月 26 日訪問＞。 
4) 広島大学教育GP 国際シンポジウム（2011.3.3），”Building a Culture of Undergraduate  
Student Learning Assessment at UC Berkeley”, Cynthia Schrager（Assistant Vice  
Provost, University of California, Berkeley）講演録（http://home.hiroshima-u.ac.jp/ 
hipro/drschrager.pdf）＜2016 年 11 月 22 日アクセス＞。 
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 5) 4)に同じ。「USLI」については，各ユニットの WEB サイトに掲載されている。しかし管
見の限り，「USLI」について一元的に集約したページは見当たらない＜2018 年 10 月 31 日ア
クセス＞。 
6) UC バークレーの「アセスメント・サイクル」については，現在は WEB サイトでも閲覧
可能である（https://teaching.berkeley.edu/resources/assessment-and-evaluation）＜2018
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した状況を指して，shared service のフィロソフィーを広げる途上にあると説明していた。 
Sponsored Project Office（SPO）は研究プロジェクトに関するプロポーザル，条件交渉，資
金等の配分を承認（authorize）する組織である。Industry Alliances Office（IAO）は SPO








れる。Committee for Protection of Human Subjects（CPHS） と Office for Protection of Human 
Subjects（OPHS）は人間に関する研究の参加者の権利と福祉を守るため，制度審査委員会（IRBs）
としての役割を果たす。Animal Care and Use Committee（ACUC）は実験動物に関する監視と評
価を，Conflict of Interest Committeeは利益相反の事案を査定して適切な措置を決定する。 
 
（２）支援組織の役割分担 






















































UC バークレーの研究における指揮系統は Chancellor と Executive Vice Chancellor & 
Provost をトップとしている。そこに Vice Chancellor for Research を長とする 5 名の部下
が配置される。うち2名は Assistant Vice Chancellor で，残る3名はBRDO を含む3つの室
組織の長である。研究に関する組織は，研究支援，研究，研究拠点，コンプライアンス委員会
の 4 つに分類され，すべて Vice Chancellor for Research の指揮下に置かれる。室組織とし
ての BRDO は研究支援組織に分類される。詳しい情報や組織図は，UC バークレーの公式サイト
（https://www.berkeley.edu/）で ”Organizational Chart” を検索すると得られる。 
 
（２）BRDOのサービス 















































 Single-PI grants 
 トレーニング 






































BRDO は 2012 年にメンバー2名で設立されている。確認できた範囲では 2014 年 2 月時点で 3
名，2015年 2月には5名，同年9月には現在の6名体制になっている。この間のチームメンバ
ーリストの変遷を見る限り，設立当初から現在（2018 年 11 月）までの間に，途中で辞めたメ
ンバーは一人もいない。 







































































































University of California, BHerkeley, “Berkeley Research Development Office,”
















（Admissions Officer）が総合評価（Holistic Review Evaluation，もしくは Comprehensive 
Review Policy）で決定するのが一般的である。 
 
出典：UC High School Counselors Conference September 2018  
http://admission.universityofcalifornia.edu/counselors/files/cc18/access-granted-how-uc-reviews
-freshman-applications.pdf  












①Harvard Summer Institute on College Admissions（2017年 6月 17日～24日） 
 ②2017 NACAC National Conference in Boston（2017年 9月 14日～16日） 
 調査の結果として，アメリカで取り組まれている大学入学者選抜の現状として「オンライン
出願システムによる出願の効率化」「低所得者層支援」「SAT や ACT テストの基礎学力志向へ
のシフト」「学費の高騰および州外・州内による学費格差」の傾向があることが判明した。カリ
フォルニア大学バークレー校に着目する理由は以下の通りである。一点目として，UC バーク
レーは，1960年の“California Master Plan for Higher Education”以降，カリフォルニア州
民優先の「公共財」として，アメリカにおけるトップの公立研究大学であり続けてきた。世界






二点目としては，UC バークレーは UCSF（医学系大学院）を除き，9 キャンパスごとに入学
者選抜の基準が異なっており，UC システム全体の選考と，キャンパス個別の 2 段階入学者選
抜を行っている。基本的には書類選考のレビューによる方式でシンプルである。トータルスコ














タイムの Application Reader が学力評価指標を確認し，第二回目のレビューでは，高校名が公
開された状態で専任の Admissions Officer が複数の目で選抜し，第三回目のレビューでは，
Director などの上級職とともに合議して最終決定，という段階的選抜となっている。評価は
College Board の Admissions Guideline によると“Outstanding, Excellent, Good, Fair, 
Poor”といった5段階指標を各項目の評価軸としている。 
 また，近年では全般的に学力評価指標が重要視される傾向にある。2006年に College Board
が全米の Admissions Officer や高校の進学カウンセラーに行ったアンケート結果（図9-2）に
よると，重要項目について，4スケールにおいて「非常に重要」と答えたものに関して，「成績
と AP コースの重要度」は80％，「SAT などのスコア」が60％と学力重視の傾向が強く，それ
以外の要素（エッセイ，課外活動）はあまり重要視されていない。 
 
出典：College Board Assessment Data 2006 https://research.collegeboard.org/ 
図9-2 College Boardによる高校・大学進学関係者入試アンケート調査 
 
 アメリカの大学の入学者選抜方法で特徴的なのは「書類選考」や「インタビュー」の選抜方




学辞退を認めない早期出願（Early Action）や早期決定出願(Early Decision Action)，通常出
願(Regular Action)）が設定され，また選考に用いる審査書類は，一般的には，入学願書，高
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学アドミッション・カウンセリング協会（NACAC, National Association for College Admission 
Counseling）の存在が大きい。NACAC では，各大学が偏った入学者選抜に陥らないよう選抜
基準の統一ルールの策定やオフィサー養成のための研修プログラムなどを行っている。




















っている。また，UC の Admissions Policy は，「常に発展し，教育的かつ個人として成長し，
大学共同体，カリフォルニア州およびより広い社会に寄与する志願者を集めることに努める。
そしてその目的のために，Admissions Officer の役割は， 学問的探求心に優れることを最優先
に，それ以外の課外活動など，広く多様な志願者を集め，促進する。大学の経営政策はすべて
の学生に最もよい教育的な経験，かつ研究活動を提供するために存在する」となっている。 






出典：“Comparison of All Application Counts by Campus from Fall 2016, 2017 and 2018.” 
https://www.ucop.edu/institutional-research-academic-planning/_files/factsheets/2018/fall-2018-applications- 
table1.pdf 







出典：“Comparison of All Application Counts by Campus from Fall 2016, 2017 and 2018.” 
https://www.ucop.edu/institutional-research-academic-planning/_files/factsheets/2018/fall-2018-applications- 
table1.pdf 




UCシステムの出願基準では，SAT（Writing あり）もしくは ACT（Writing あり）の受験は
必須である，高校 GPA の最低要件（カリフォルニア州住民→3.0／非カリフォルニア州住民
→3.4）を満たすことが基本的な条件となっている。UC システムの総括である UCOP（UC 総












（ロケーション）/“Eligibility in the Local Context(ELC)”（カリフォルニア州在住で州の高
校のクラス上位 9％にランクイン，通学している高校が ELC プログラムに参加していることが
条件）という14の項目（Criteria）が主となる（図9-3参照）。 
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 出典：UC High School Counselors Conference September 2018  
http://admission.universityofcalifornia.edu/counselors/files/cc18/access-granted-how-uc-reviews-freshman-ap
plications.pdf 






















ジャーの選択から提示された UCSD を選んだ場合，最終的に UC→UCSD→UCSD のカレッジ
を選ぶ階層まで進む形となる。なお，カレッジの選択自体は合否に影響しないと明言されてお
り，”Release and Signature”の部分で確認される。 
最終的な取りまとめは UCOP で行うが，実際各キャンパス内で相当な議論が繰り返されてい
ることは確かである。さらに UC システムでは Waiting List を出しても繰上げを出すことは本
来想定していないため，慎重な議論が必要となる。 
各キャンパスでの選考プロセスとして，第一回目のレビュー（The First Review），第二回目
のレビュー（The Second Review）となっている。第一回目は UC システムに送られてきた約
10 万通の出願書類をパートタイムの Admissions Officer（Admission Reader もしくは
Applications Reader と呼ばれる）がレビューを行う。ここではUCシステム全体で定めた基準
値を満たしているかの確認（主に学問的側面，GPA の数値や SAT のスコアなど），数値的情報
の確認を行う。 
第二回目は専任の Admissions Officer によるレビューが行われる。ここから志願者の高校が
開示される（地域が峻別できる），高校独自カリキュラムや AP コースやオナーズコースの取得，
IB の取得や固有情報を把握する。ここでも学生が選別される。開示された書類を複数のオフィ
サー（主に2-3名 Admissions Officer もしくは Associate Director の役職者）で判定する。 
そこでも決められない場合のみ，部長職（Director）以上のリーダー格のオフィサーが最終
決定を行う。意見が分かれた場合，必要に応じて Admissions Director（入試統括部長）に相
談し，それでも決まらなければ Admissions Committee で協議する。 
総じて，入学者選抜の評価自体は原則として，複数のオフィサーからのアプリケーション・













年度は UC システム全体では約 9 万～10 万人の入学許可を行っている），工学系（特に Bio 
Engineering や Civil Engineering, Electrical Engineering, Computer Science）や経営学
（Business Administration）は「競争型」（Competitive※Admissions Rates が 10 パーセン
ト以下）となっている。ここからは 2016 年度の海外研修で Associate Vice Chancellor for 
Admissions and Enrollment であった Anne De Luca 氏にうかがった話であるが，UCシステム
のレビューは，2名の Admissions Officer によって最低二度読むことを原則としている。50人


















Admissions Officerにとっての目標とは，最終的にはUC システム全体のAdmissions Policy
に合致する学生をいかに募集・選抜し，決定するかにある。だが，それ以上に現実の作業とし
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行政法人大学評価・学位授与機構 大学評価・学位研究第10号。 
John Aubrey Douglass (2000). The California Idea and American Higher Education: 
Stanford University press. 
John Aubrey Douglass (2007). The Conditions for Admission: Access, Equity, and the Social 






第 10 章 カリフォルニア大学バークレー校の 
学習支援に関わる担い手の考察 
















その担い手の養成である（福留 2018: 58-9）。 
「大学，短期大学，高等専門学校における学生支援の取組状況について調査し，学生支
援のニーズを把握する」全国的調査でもある「大学等における学生支援の取組状況に関す
る調査（平成 27 年度）集計報告（単純集計）」（日本学生支援機構編 2017: 1）によれば，
「学生支援の取組全般に関する各学校の方針」について，大学全体では 90.8%，特に国立
































































②学習援助（Learning Assistance Centers） 
③学習資源（Learning Resources Centers） 




デミック・アドバイジング」として位置づけている（清水 2015: 11）。 
注 2：Kerstiens（1995）の訳語は，岩﨑（2016），加藤（2016: 84-5）を参考にしている。 
 
次に，学習支援における主要な構成要素を見ていく。 
 表 10-1 に示すように，清水（2015）は 4 点の構成要素を設定する。「①学習に関する情
報の提供」，「②個別科目に関わる援助」，「③履修指導・相談」，「④学生の学習を促す環境
整備」である。そして，個別の学習（学修）や履修に関する相談，支援，指導，そしてそ
の学習環境の整備という大きく 2 点で集約されている。 
























⑺マルチメディア・システム学習（Multi-media Systems for Learning） 
⑻印刷された教育プログラムと題材（Printed Instructional Programs and Materials） 
⑼チューター（Tutoring） 










表 10-3 米国の学習支援における担い手の変遷 
時代・年代 主な担い手 
～1860 年代 学長（教員） 
1870 年代～1910 年代 教員 
1920 年代～1960 年代 教員（カウンセラー） 





水 2015）。表 10-3 によれば，「～1860 年代」の「学長（教員）」から始まったが，「1870
















的価値」からも窺い知れる（表 10-4 参照）。 
 









出典：“About the SLC”（https://slc.berkeley.edu>welcome-slc）より筆者作成。 
注：訳語は，筆者による。また適宜該当する記述を要約している。 
 
表 10-4 によれば，SLC の「目的」は，「学習者のグローバルなコミュニティをサポート
すること」と掲げられており，「主な基本的価値」は，「誠実性を有するサービスの提供」，
「プロセスとして学習活動にアプローチすること」，「学習者中心の枠組みを実施すること」，























○卒業生・同窓生の諮問会議に役立つ       など 
メンター（Mentors） 
○学術的かつ専門的な解析を学生とチューターと一緒に共有する 
○同じような分野に興味を求めるチューター    など 
記録者（Chroniclers） 
○歴史的なアーカイブに貢献する 
○記述物やビデオの証拠を共有する        など 






















表 10-6 ＳＬＣチューターに求められる具体的な要件 
○経済学チューター（an Economics Tutor） 
【資格・適格性】 
・GPA3.0 以上の成績 
・少なくとも週 7 時間が活用できる 




・15.57 ドル／1 時間 







・15.11 ドル／1 時間（個人），17.92 ドル／1 時間（グループ） 
○理学チューター（a Science Tutor） 
【資格・適格性】 
・GPA3.0 以上の成績 
・少なくとも週 8 時間が活用できる 
・火曜日 4 時～5 時 30 分までのウィークリー・トレーニングセミナーに出席することができるこ
と 
【報酬】 

















○レポート添削チューター（a Writing Tutor） 
【資格・適格性】 
・GPA3.0 以上の成績 
・少なくとも週 6 時間が活用できる 
・レポートを書くことに対するプロセスへの情熱 
【報酬】 
・15.11 ドル／1 時間 
【利益】 
・チューター自身のレポート能力，コミュニケーションスキル・能力の向上 











米国の「学習支援」の実態にアプローチするべく，UC バークレーの SCL に着目し，その
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Berkeley Student Learning Center のウェブサイト（いずれも 2018 年 12 月 4 日確認）. 
・Berkeley Student Learning Center（https://slc.berkeley.edu/）. 
・About the SLC（https://slc.berkeley.edu/about-slc）. 
・For SLC Alumni（https://slc.berkele.edu/slc-alumni）. 





・Social Science Tutor（https://slc.berkeley.edu/become-social-science-tutor）. 


















されている（Callender 2003; 吉田 2001; 吉田 2014）。しかしながら，政策の在り方を
検討する際には，政策レベルに止まらず，実施レベルを含めた議論を進める必要がある。
例えば，先行研究で指摘された家計に困難を持つ学生が奨学金に関する情報を把握してお
らず，高等教育への進学を断念しやすい（Long 2007; Horn 2003）ことや，申請手続きの

















 15,160 ドルであったが，2017 年には
年間 34,740 ドルまで増え，20 年間で
2.29 倍増加した。公立大学の授業料は
1987 年の年間 3,190 ドルから 2017 年



























出典：The College Board, Trends in College Pricing 2017, 
Figure. 
図 11-1 州立大学と私立大学の授業料等の推移 
出典：The College Board, Trends in Student Aid 2017, Table. 
図 11-2 米国における大学生への 
経済支援の推移
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  図 11-3 は UC バークレーにおける
州内出身学生の授業料の推移を示して























うに州政府からの支援が大学の収入に占める割合は，2007 年の 28.3%から 2017 年の
14.1%まで下がったのに対し，授業料収入が大学の収入に占める割合は，2007 年の 18.4%

























う部門は“Financial Aid & Scholarships”（以下，「経済支援部」）であり，経済支援











（１）財源別にみる UC バークレーの経済支援の推移 










出典：UC バークレーの Annual Common Data Set Reports より筆
者作成 

























済支援プログラムのうち，“Blue and Gold Opportunity Plan”は州政府からの財源で，
年収 8 万ドル以下の州内家庭出身の学生を対象に，授業料と手数料の費用をカバーする金
額を補助する支援である 5）。“Undergraduate Dream Act Aid”6）も州政府からの財源で，









出典：UC バークレーの Annual Common Data Set Reports より筆者作
成 






学金である。そのうち，連邦政府の財源で給付されるのは“Federal Pell Grant”と“Federal 
Supplemental Educational Opportunity Grant”であり，州政府の財源で給付されるのは
“Cal Grant”9）と“Chafee Grant”である。“UC Berkeley Grants”10）は大学独自の
給付奨学金で，州内出身の学生を対象に支給するものである。スカラシップは，メリット
ベース給付奨学金のプログラムであり，選考する際に成績基準が重視される。そのうち










加する機会が与えられるメリットもある。また，“Regents’ and Chancellor’s Scholarship”
は，世界中から優秀な学生を招聘し，入学から卒業までサポートするメリットベース給付
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の参加，奨学生 OB との交流などのメリットが大学の 4 年間にわたって付与される。 
 そして，経済支援を通じて，学生に教育機会や多様な経験を提供するのも一つの特徴で
ある。例えば，サマーセッションの参加にあたり，給付奨学金と貸与奨学金の利用が可能






























































































1) “ The history of UC tuition since 1868” 
(http://www.dailycal.org/2014/12/22/history-uc-tuition-since-1868/〉〈2018 年 9 月 20
日最終アクセス〉。 
2) 2018 年 1 月にカリフォルニア大学理事会は 2011 年以来初めてカリフォルニア大学シ
ステム全体の授業料増加の提案を承認した。
(http://www.dailycal.org/2017/01/26/uc-regents-approve-systemwide-tuition-hike-20
17-18-academic-year/)〈2018 年 9 月 21 日最終アクセス〉。 
3) “Tuition, Fees & Residency” (https://registrar.berkeley.edu/tuition-fees-residency)
〈2018 年 9 月 10 日最終アクセス〉。 
4) “Financial Aid & Scholarships” (https://financialaid.berkeley.edu/about-us)〈2018
年 10 月 20 日最終アクセス〉。 
5) 他の経済支援を受けて授業料をカバーしきれない場合，その差額を補助する。 
6) 2011 年より施行。 




11) 州政府が 2013 年に中産階級家庭の教育費負担を軽減させるために設立したものであ
る。州内出身，且つ年間収入 17 万ドルに達する家庭，貯金や株などの資産を有する
家庭が支給の対象となる。 
12) 州内出身者に支給するもの。学業成績が重視される。年間 2500 名が受給している。 
13) “Financial Aid Facts” (https://financialaid.berkeley.edu/financial-aid-glance)
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 〈2018 年 10 月 14 日最終アクセス〉。 
14) 同上。 
15) 同上。 
16) 経済支援部ウェブサイト (https://financialaid.berkeley.edu/)〈2018 年 10 月 30 日最
終アクセス〉。 
17) 金融知識の掲載サイト(https://financialaid.berkeley.edu/bears-financial-success)
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part, the outcome of a graduate course in “Comparative Higher Education Management” at the 
Graduate School of Education at the University of Tokyo. Student groups visited Berkeley 
Campus twice in 2014 and 2016. In each of our visits, we met with more than fifteen people 
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of quality assurance and improvement. Chapter 6 describes the accreditation process by WASC, 
an institutional accreditation board of California. Chapter 7 analyses how internal quality 
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